
 

3 

 

個 別 注 記 表 

 

重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

 その他有価証券 

 （1）市場価格のない株式等以外のもの……決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定） 

 （2）市場価格のない株式等……移動平均法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

 （1）賃貸資産……見積賃貸期間を償却年数とし、見積賃貸期間終了時に見込まれる賃貸資産の処

分価額を残存価額として、当該期間内に定額で償却する方法によっております。 

 （2）その他の有形固定資産……定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備は除く）並びに 2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額

法）を採用しております。 

 （3）無形固定資産……定額法を採用しております。 

   なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用期間（５年）に基づく定

額法によっております。 

 （4）リース賃借資産……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。 

 

３．引当金の計上基準 

 （1）貸倒引当金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

 （2）賃貸資産処分損引当金……賃貸資産の処分による損失に備えるため、見積りにより計上して

おります。 

 （3）賞与引当金……従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額により、計上しております。 

 （4）退職給付引当金……従業員の退職給付に備えるため、退職金規定に基づく自己都合による期

末要支給額を計上しております。 

 

４．収益・費用の計上基準 

 （1）ファイナンス・リース取引に係る売上高及び売上原価の計上基準 

   リース料を収受すべき時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

 （2）オペレーティング・リース取引に係る売上高及び売上原価の計上基準 

    リース期間に基づくリース契約上の収受すべき月当たりリース料を基準として、その経過期

間に対応するリース料を計上しております。 
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 （3）割賦取引に係る売上高及び売上原価の計上基準 

   割賦売買取引は物件の引渡時にその金額を割賦債権に計上し、支払期日到来の都度、割賦収

入及びそれに対応する割賦原価を計上しております。 

    なお、期日未到来割賦債権に対応する割賦未実現利益は繰延べ経理しております。 

 

 

会計上の見積りに関する注記 

１．繰延税金資産の回収可能性 

 （1）当事業年度の計算書類に計上した金額  804,960,555円 

 （2）その他の情報 

    繰延税金資産は、将来減算一時差異等を利用できる課税所得を合理的に見積り、金額を算定

しておりますが、将来の不確実な経済状況および経営状況の影響により、実際に生じた見積

りと異なる場合、翌事業年度以降の計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可

能性があります。また、税制改正により実効税率が変更された場合、翌事業年度以降の計算

書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。 
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貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

賃貸資産 458,707,320円 

建物 38,505,169円 

構築物 1,557,746円 

器具備品 95,402,307円 

リース賃借資産 1,680,000円 

計 595,852,542円 

 

２．リース投資資産及び割賦債権の内訳 

 リース債権 リース投資資産 割賦債権 

債権額 1,881,002,693円 43,596,890,598円 21,998,457,200円 

見積残存価額 － 2,670,194,294円 － 

受取利息相当額等 △30,681,203円 △694,114,962円 △3,186,682,234円 

計 1,850,321,490円 45,572,969,930円 18,811,774,966円 

 （注）割賦債権より控除される受取利息相当額等には、消費税額 1,911,132,946 円を含みます。 

 

３．リース債権及びリース投資資産に係るリース料債権部分の貸借対照表日後の回収予定額 

                              （単位：円） 

 
リース債権 

リース投資資産に係る

リース料債権部分 

１年以内 466,080,046 12,378,579,133 

１年超２年以内 419,924,026 10,681,130,296 

２年超３年以内 372,207,841 8,488,258,022 

３年超４年以内 277,788,960 5,980,384,977 

４年超５年以内 122,591,320 3,121,137,260 

５年超 222,410,500 2,947,400,910 

計 1,881,002,693 43,596,890,598 

 

４．オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料残高 

１年内 21,990,300円 

１年超 26,951,400円 

計 48,941,700円 

 

５．関係会社に対する金銭債権債務 

 該当はありません。 
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損益計算書に関する注記 

１．関係会社との取引高 

 （1）営業取引による取引高 

    経営管理手数料            20,000,000円 

 （2）営業取引以外の取引による取引高 

    該当はありません。    

２．資金原価の内訳 

支払利息 460,521,731円 

受取利息 △3,732,143円 

計 456,789,588円 

 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

１．発行済株式の数 

  普通株式   160,000株 

 

２．自己株式の数 

  普通株式   35,000株 

 

３．剰余金の配当 

 （1）当事業年度中の配当金支払額 

   2025年 11月６日の臨時株主総会において次のとおり決議しております。 

（イ）配当金の総額 1,875,000,000円 

（ロ）１株当たり配当金 15,000円 

（ハ）基準日 2025年 10月 21日 

（ニ）効力発生日 2025年 11月 27日 

 

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち配当の効力発生日が当事業年度の末日後となるもの 

  該当事項はありません。 

 

 

税効果会計に関する注記 

１．繰延税金資産及び負債の発生の主な原因 

  繰延税金資産の発生の主な原因は、貸倒引当金、賞与引当金、退職給付引当金、未払事業税等で

あり、繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金であります。なお、防衛特

別税の適用による影響は軽微であります。 
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金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

  資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達して

おります。リース投資資産、割賦債権に係る顧客の信用リスクは社内の諸取扱規定に沿いリスク

低減を図っております。投資有価証券は主に株式であり上場株式については四半期毎に時価の把

握を行っております。 

  借入金の使途は主にリース投資資産等の購入資金であり、長期の借入金については固定金利によ

り金利変動リスク低減を図っております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

  2026年３月 31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、現金及び短期借入金は注記を省略しており、預金は短期間で決済されるため時

価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

（単位：円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(１) リース債権 1,850,321,490   

   貸倒引当金（＊1） △809,851   

 1,849,511,639 1,836,361,977 △13,149,662 

(２) リース投資資産（＊2） 42,902,775,636   

   貸倒引当金（＊1） △93,850,072   

 42,808,925,564 44,320,957,897 1,512,032,332 

(３) 割賦債権（＊3） 18,811,774,966   

  貸倒引当金（＊1） △46,694,657   

 18,765,080,309 18,908,538,533 143,458,224 

(４) 投資有価証券（＊4） 9,141,589,523 9,141,589,523 － 

(５) 固定化営業債権 2,389,320,161   

   貸倒引当金（＊1） △1,276,964,954   

 1,112,355,207 1,112,355,207 － 

資産計 73,677,462,242 75,319,803,136 1,642,340,893 

(６) 長期借入金 37,460,342,000 37,456,922,118 △3,419,982 

負債計 37,460,342,000 37,456,922,118 △3,419,882 

 （＊1）リース債権、リース投資資産、割賦債権、固定化営業債権はそれぞれに対応する貸倒引当金を

控除しております。 

 （＊2）貸借対照表価額との差額は、所有権移転外ファイナンス・リースに係る見積残存価額

2,670,194,294円であります。 
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 （＊3）貸借対照表価額との差額は、割賦未実現利益等 3,186,682,234円であります。 

 （＊4）投資有価証券は、市場価格のない株式等の簿価 163,540,318円を控除しております。 

 

関連当事者との取引に関する注記 

  兄弟会社等 

種類 

会社等の 

名称 

議決権等の 

所有（被所

有） 

割合 

関連当

事者と

の関係 

取引の

内容 

取引金額 科目 期末残高 

親会社の

子会社 

株式会社 

伊予銀行 

なし 資金の 

借入 

資金の 

借入 

利息の 

支払 

 

 

50,757,913,000 

円 

短期 

借入金 

21,900,000,000 

円 

 426,607,000 

円 

一年内 

返済長期 

借入金 

11,353,676,000 

円 

  長期 

借入金 

24,841,666,000 

円 

   役員の 

兼任 

    

 （注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

   上記の取引は、借入利率は市場利率を勘案して利率を合理的に決定しております。 

   なお、取引金額については、期中平均残高を記載しております。 

 

１株当たり情報に関する注記 

1株当たり純資産額 161,127円 93銭 

1株当たり当期純利益 3,103円 95銭 

 

 

 

以上 


